














































































































































































































ナル（DPI：Disabled People’s International ）」設立され、その後、1981年から
日本も参加した団体を中心として国際的な運動の展開が行なわれた。そのエポッ
クメイキングが、1981年「国連・国際障害者年」である。
そのキャッチフレーズは、ノーマライゼーションの理念を基盤として日本では、
「完全参加と平等」という標語（スローガン）が掲げられた。その後、国際的には、
1960年代から進められていた「施設収容によるケアからグループホームなどを中
心とした地域生活ケアへ」の動向が、この「国際障害者年」以後、日本における
ノーマライゼーション理念の普及啓発活動の促進の結果、施設収容によるコロ
ニー施策から、地域におけるグループホーム作りへと次第に転換が図られるよう
になった。その当時は、身体障害者・知的障害者への障害者福祉施策の充実が中
心であり、精神障害者が福祉施策の対象となるのは、さらに遅れて1993年の『障
害者基本法』の成立まで待たねばならなかった。
Ⅲ．自立における多様性の中の共生関係
１．自立（independence）の基本問題として
自立とは何か、従来の自立という考え方からの転換については、CIL運動の中
で生まれた「新しい自立観」の中で既に述べた。
ここでは、個別的な自立の諸相について簡単な定義を示しておきたい。基本的
な「自立概念」の各論的基本概念を検討する場合、身辺自立・精神的自立・経済
的自立・住環境の自立・社会的自立が考えられるであろう。
しかも、「本当の自立」とは何だろうか、それは、極めて多義的な概念を含む
自立の諸相と呼ぶべき課題でもある。そして、この世界に、誰にも頼らずに「完
全なる自立を実現している人間」は、本当に存在しているのだろうか？
以下において、筆者なりの定義と自立をめぐるコメントを素描しておきたい。
（１）身体的自立
【定義】
「障害当事者自身にとって日常生活上、必要であり、適切であり、安全である
介助方法を介助者に依頼し、迅速かつ快適な介助を可能にすることである」
つまり、自己決定が尊重されるのであれば、ADL（日常生活動作：着替え・食
事・排泄・入浴・移動等）に関しての「依存による自立」・「依存しながらの自立」
も「自立」であるという＜新しい自立観＞の提示を意味する。
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（２）精神的自立
【定義】
「自己選択と自己決定が自分自身で行えるようになり、それによる結果に責任
が取れるようになること」
この精神的自由を獲得することは、自立に伴う「危険（リスク）／危機（クラ
イシス）」に遭遇する経験を引き受ける覚悟が必要なのである。基本的には、「自
己選択―自己決定―自己責任」という当事者の決定権とリスクを負うことへの覚
悟の獲得が、障害当事者の自尊心・自信につながり、セルフ・エンパワーメント
の醸成を促進することになる。それは、同時に、他者に対する「精神的依存関係」
からの脱却とセットとして成立・存在する自立なのである。
（３）経済的自立
【定義】
「仕事に就き、自らの手で生活費を稼ぎだしていくこと。また、障害により、
就労することができなくとも、年金や生活保護費を自主的に管理できるようにな
ること」
この経済的な自立のあり方は、就労の工賃（給与）もしくは障害年金等の社会
保障制度を活用しながら得た収入の自主的な金銭管理（貯金・節約・使う）能力
を持つことが求められている。尚、日本国民の貯蓄率の高さは、国の社会保障制
度への信頼感が低いこと、そして、その自己防衛策の表れなのかもしれない。
（４）居住環境の自立
【定義】
「自分に合った生活形態を決定し、生活の場（空間）を確保し、実現できるよ
うになること。また、設備や内装に使用不可能や不便な点があれば改造し、自由
に使用できる住環境を作り出していくこと」
この考え方によれば、室内外のバリアフリー化促進、「安心して住むことがで
きる場所の確保」は自立の目標でなはなく、自立生活実現に向けた基本であり、
社会福祉の基盤であるという認識が、従来の社会福祉の視点から抜け落ちていた
ことは事実である。尚、この問題について以前より指摘して来た先駆者である早
川和男氏による（1979）『住宅貧乏物語』岩波新書、（1997）『居住福祉論』岩波
新書、早川和男・岡本祥浩著（1993）『居住福祉の論理』（東京大学出版会）など
が極めて参考になる。
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（５）社会的自立
【定義】
「自らが生きる社会に存在する秩序や道徳を身に付け、自分を取りまく人々や
社会から、その自らの存在を社会に貢献でき得る者として受け入れられるように
なり、自分自身もそれが社会的アイデンティティとして確認できるようになるこ
と」
この社会的自立は、障害者に限らず全ての人間における自立の最終目標ではあ
る。しかし、基本的には、社会の中での自立という考え方は、極めて社会的資本
としての人的及び物質的かつ経済的なネットワークを形成しながら到達する極め
て難易度の高い自立のあり方である。
２．共生概念と多様性をもたらす境界線
（１）シンビオス(symbiosis)という「共生」
基本的な考え方は、生態学的な観点からすれば、２種類の生物が空間的に接触
しながら暮らしている互い何らかの利益の共有（相利共生）もあるが、時に、一
方的な場合も含めてなにかしらが「共有」する場合の事を言い、関係がない場合
を「共存」と呼ぶ。
この考え方は、社会学者のテンニース．Ｆが提起した社会関係及び社会類型の
概念として知られている、「ゲマインシャフト」（＝（運命）共同社会：本質意志）
と「ゲゼルシャフト（＝利益共同体：選択意志）」の概念が極めて酷似する考え
でもあり、今後、共生社会論の基本概念の枠組みの一つとして検討する課題でも
ある。
（２）コンヴィヴィアリティ (conviviality)という「共生」
異質な存在が、宴会気分、親しく陽気な言動を伴う場を共有する関係性を意味
する。しかし、異質な存在を許さない行為が「ホロコースト（殲滅の思想）」を
産み出すことになる。互いの違いを認め合いながら共存することが当然だという
社会意識の醸成によって成立する「共生」のあり方で、ノーマライゼーション理
念の近接概念として検討すべき可能性があると考える。
（３）ダイバーシティ（diversity）という「非対称性」
「ダイバーシティ」（＝多様性）という言葉は、近年、盛んに耳にすることが多
いのではないだろうか。このダイバーシティという概念は、「基本的には、人種・
性別・宗教等の違いを多様性と意味して来たが、近年は、同性愛者・高齢者・身
体障害者・精神障害者を含めた多様性」を意味することが多くなり、互いの差異・
相違点という非対称性を尊重することに価値を置くことが社会的に求められてい
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るという意味で、ノーマライゼーション理念に最も近い概念の位置にある。
Ⅳ．自立と共生の支援モデルのICF（国際生活機能分類）について
１．障害者の自立の為の統合的支援モデルとしての「生活モデル」
障害者の自立支援モデルとしての「医学モデル」から「社会モデル」への転換
については、すでに述べた。
本稿で、最後に提案したい「自立と共生の生活支援モデル」として、「生物・
心理・社会（バイオ・サイコ・ソーシャル）モデル」を発展させたものとして理
解できる、「生活（ライフ）モデル」について若干のコメントを加えておきたい。
「生活（ライフ）モデル」は、ジャーメイン（Germain,C,B.）及びギッターマン
（Gitterman,A）によって1970年代から提唱された概念である。そこでは、人と環
境の交互作用によって相互に影響を与え合いながら利益の相互交換や適応及びス
トレス・コーピング（対処）による相互変容を伴う生態学（エコロジカル）的視
点から障害者の自立の為の「統合的支援モデル」の提案であると、位置付けてみ
たい。
２．ICF（国際生活機能分類）と障害者の自立支援の展開と今後課題
最後に、ICF（国際生活機能分類）（表２）は、障害者の自立生活支援を考える
モデルでもあることを指摘しておきたい。
「ICFモデル」は「生活（ライフ）モデル」と極めてよく似た障害者の自立支
援モデルを提案している。
つまり、ICFの基本的な考え方は心身機能・構造をもつ障害者の、「活動と参加」
を基軸としながら、「環境と個人の抱える因子」と「健康状態」との相互作用を
描き出したという意味で、障害の否定的（ネガティブ）な部分に焦点を当てて「障
害を構造的に理解する」という従来までのICIDH（国際障害分類）（表１）の改
訂版としてWHO（世界保健機関）から2001年に堤出された障害分類である。
その意味でも、障害による「能力障害（ディスアビリティ）」や社会的環境に
おいて生じる「社会的不利（ハンディキャップ）」に注目することから自由になり、
障害者の健康な側面、可能性、環境調整の必要性について相互作用の考え方を通
して提案し、障害者の自立生活支援方法を考える視点を提供したという点は高く
評価できる。
しかし、このICFモデルをどのように具体的な障害当事者の生活場面の中で活
用するかは、「障害者の権利条約」で提起された「合理的配慮」という考え方と
有機的にリンクさせる視点こそが、障害者がごく自然に地域社会の中で、＜共に
生きる＞を実現するための具体策とその実践として、これからの障害者福祉学に
問われている。筆者自身の今後の研究課題としてさらに積極的に取り組んで行き
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たいと考えている。
（表１）
（出典：佐藤久夫（1992）『障害構造論入門』青木書店p.50（一部改変））
（表２）
（出典：障害者福祉研究会編『ICF：国際生活機能分類－国際障害分類改訂版』中
央法規出版、2002年、p.17（一部改変））
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